
 

 

令 和 ７ 年 度  

 

 
 

奈 良 市 財 政 健 全 化 及 び 

公営企業経営健全化審査意見書 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈 良 市 監 査 委 員 



 



 

奈 監 第 3 6 号 

令和 8年 8月 26日  

 

奈良市長  仲 川 元 庸  様 

     

奈良市監査委員 東 口 喜代一 

同       寺 川   拓 

同       植 村 佳 史 

同        口 清二郎 

 

令和7年度決算に基づく財政健全化及び公営企業経営健全化 

審査意見書の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第3条第1項

及び第 22条第 1項の規定により審査に付された、令和7年度決算に基づく健全

化判断比率及び資金不足比率について審査した結果、次のとおり意見書を提出

します。 
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第１  審 査 対 象  

　　健全化判断比率及び資金不足比率の対象

　土地区画整理事業特別会計

　母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

　サマルカンド交流事業特別会計

　国民健康保険特別会計

　介護保険特別会計

　後期高齢者医療特別会計

　水道事業会計

　下水道事業会計

　病院事業会計

　山辺環境衛生組合

　奈良県市町村総合事務組合

　一般財団法人奈良市総合財団

　公益財団法人奈良市生涯学習財団

　株式会社奈良市清美公社

　奈良市市街地開発株式会社

(注）資金不足比率は会計ごとに算定

一般会計等

公営事業会計

一　　般　　会　　計

　奈良県後期高齢者医療広域連合

一部事務組合・広域連合

将
来
負
担
比
率

公営
企業
会計

一般会計等以外
の特別会計のう
ち、公営企業に
係る特別会計以
外の特別会計

法 適 用
公営企業

地方公社・第三セクター等

実

質

赤

字

比

率
連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

一般会計等に
属する特別会計

資
金
不
足
比
率
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第２  審 査 期 間  

令和8年7月27日から同年8月24日まで 
 

第３  審 査 方 法  

健全化判断比率及び公営企業会計ごとの資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類について、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律に基づいて作成されているか、決算書類等関係帳票の照合等を行うととも

に、関係者から説明を求め、審査を実施した。 
 

第４  審 査 結 果  

審査に付された、次の健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認めた。 
 

 １  健全化判断比率  

 （ 単 位 :％ ）  

比   率   名  7 年  度  6 年  度  比較増減  早期健全化基準   

⑴実 質 赤 字 比 率 
―  

 (3.87) 

―  

 (3.98) 

―  

(△  0.11) 
11.25  

⑵連 結 実 質 赤 字 比 率 
―  

(15.03) 

―

(16.50) 

―  

(△  1.47) 
16.25  

⑶実 質 公 債 費 比 率 

（ 3 か 年 平 均 ） 
9.9 9.8   0.1 25.0   

⑷将 来 負 担 比 率 60.7 72.1 △  11.4 350.0   

(注 )1 実質赤字比率及び連結実質赤字比率を「－」と記載しているのは、実質赤字
額及び連結実質赤字額がないことを示す。  

2 括弧 内の数 値は 、実 質黒字 額及 び連結 実質 黒字額 を基 に算定 した 実質黒字
比率である。  
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 各比率については、次のとおりである。  

 

⑴  実質赤字比率  

実質赤字比率は、一般会計等の税金を主な収入源としている会

計の実質収支額（赤字額）の標準財政規模に対する比率であり、

財政運営の深刻度を示している。  

本年度の一般会計等における実質収支額は、33億7,950万3千円の

黒字で前年度に比べ 1,886万 7千円増加した。これは主に、本年度

に新たに設置されたサマルカンド交流事業特別会計において、実

質収支額が 2,266万 9千円計上されたことによるものである。  

一般会計等における実質収支額が黒字となったため、実質赤字

比率は算定されない。  
 

                   一般 会 計 等 の実 質 赤字 額   
実 質 赤 字 比 率   ＝  ─────────────────────────── 

                       標準 財 政 規模  

 

（ 単 位 ： 千 円）  
（ 参 考 ）               一 般 会計 等 の 実質 黒字 額             

実 質 黒 字 比 率              3,379,503 
   3.87%   ＝  ─────────────────────────── × 100 
                          87,277,669               

標 準 財 政 規 模  

 

実質赤字比率の対象となる一般会計等の実質収支額の内訳  （単位：千円 ) 

区      分  7 年  度  6 年  度  比較増減  

一 般 会 計 3,356,834 3,348,707 8,127 

住宅新築資金貸付金特別会計 ―  11,929 △  11,929 

土地区画整理事業特別会計 ―  ―  ―  

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 ―  ―  ―  

サマルカンド交流事業特別会計 22,669 ―  22,669 

合      計  3,379,503 3,360,636 18,867 

(注) 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計決算において実質黒字が計上されているが、黒字額は翌年度に 
貸し付ける財源となるため、実質赤字比率算定上は実質黒字として扱われない。 
なお、住宅新築資金等貸付金特別会計は令和 6 年度末をもって廃止されている。 
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標準財政規模  
  

（単位：千円 ) 

項      目  7 年  度  6 年  度  比較増減  

標 準 税 収 入 額 等  62,881,810 60,542,398 2,339,412 

普 通 交 付 税 額  24,395,859 22,892,419 1,503,440 

臨時財政対策債発行可能額  0 989,519 △  989,519 

合      計  87,277,669 84,424,336 2,853,333 

(注)  標準財政規模とは、歳入のうち、地方交付税算定上の市税、地方交付税等の一般財源の標準規模に
臨時財政対策債発行可能額（地方交付税の振替として起債できる臨時財政対策債の発行限度額）を加
算した額である。 

 

本年度の標準財政規模は 872 億 7,766 万 9 千円で、前年度に比

べ 28 億 5,333 万 3 千円増加した。これは主に、標準税収入額等

が増加したことによるものである。  

 

⑵  連結実質赤字比率  

連結実質赤字比率は、各会計の実質収支額を合算した全体の赤

字額の標準財政規模に対する比率であり、市全体としての運営の

深刻度を示している。  

本年度の全会計における実質収支の合計額は、131億 2,099万 5千

円の黒字となり、前年度に比べ 8億 1,275万 2千円減少した。これは

主に、水道事業会計及び下水道事業会計における実質収支額が、

前年度に比べそれぞれ減少したことによるものである。  

上記合計額が黒字となったため、連結実質赤字比率は算定され

ない。  

 

 

 

 

                          連 結 実質 赤字 額   
連 結 実 質 赤 字比 率  ＝  ─────────────────────── 

                             標 準財 政規 模  

 

                                                                 （ 単 位： 千 円 ）  
（ 参 考 ）                 連 結実 質 黒 字額           

連 結 実 質 黒 字比 率           13,120,995 
           15.03%   ＝  ─────────────────────── × 100 
                                87,277,669 
                             標 準財 政規 模  
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⑶  実質公債費比率  

実質公債費比率は、一般会計等が 1年間に支払った借入金の返済

額及び準元利償還金として一般会計が繰り出した額の合計額の標

準財政規模に対する比率（ 3か年平均）である。この比率が高まる

ほど、財政における弾力性の低下を示している。  

本年度の実質公債費比率（ 3か年平均）は、前年度に比べ 0.1ポ

イント増の 9.9％となり、早期健全化基準 25.0％を下回っている。 

単年度指数は 9.9％となり、前年度に比べ 0.1ポイント高くなっ

た 。 こ れ は 主 に 、 地 方 債 の 元 利 償 還 金 が 、 前 年 度 に 比 べ 5億   

4,618万 8千円増加したことによるものである。  

 
                                       （ 単 位 ：千 円 ）  

 

                                   元利償還金・準元利 
                                   償 還 金 に 係 る 基 準  
           地 方債 の元 利 償 還 金  準 元 利 償還 金     特 定 財源     財 政 需 要 額 算 入 額  

実 質 公 債 費 比率   （ 19,297,768 ＋    1,000,534）  －  （ 3,466,793 ＋   9,073,704）  
  9.9%  ＝  ──────────────────────────────────────── × 100 
（ 3 か 年 平均   9.9%）       87,277,669   －      9,073,704 

                     標 準 財政 規 模       元利償還金・準元利 
 参  考（ 単 年 度 指数 ）                 償 還 金 に 係 る 基 準  
  令 和 6 年度  9.8％                  財 政 需 要 額 算 入 額  

  令 和 5 年度  10.2％  

 

 

 

 

 

 

 

（注）1 準元利償還金とは、公営企業会計等が発行した地方債の償還に対する一般会計からの繰入金
である。 

2 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額とは、事業を行うために地方債を発
行して財源調達した場合に、その償還額の全部又は一部が基準財政需要額（標準的な行政サー
ビスに必要と考えられる額）に算入され、地方交付税に算入されると見込まれる額のうち地方
交付税として、その年に算入された額である。 

連結実質赤字比率の対象となる会計の実質収支額の内訳     （単位：千円）   

区       分  7 年  度  6 年  度  比較増減  

一 般 会 計 等  3,379,503 3,360,636 18,867 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計  102,217 156,843 △  54,626 

介 護 保 険 特 別 会 計  248,762 380,406 △  131,644 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計  26,514 28,359 △  1,845 

水 道 事 業 会 計  8,120,471 8,504,852 △  384,381 

下 水 道 事 業 会 計  1,211,064 1,469,900 △  258,836 

病 院 事 業 会 計  32,464 32,751 △  287 

合       計  13,120,995 13,933,747 △  812,752 
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⑷  将来負担比率  

将来負担比率は、借金額（一般会計等が将来負担することが見

込まれる額）の標準財政規模に対する比率であり、市が背負って

いる借金の重さを示している。  

本 年 度 の 将 来 負 担 比 率 は 、 前 年 度 に 比 べ 11.4ポ イ ン ト 減 の

60.7％となり、早期健全化基準 350.0％を下回っている。本年度の

本比率が減少した理由は主に、一般会計等の地方債現在高が前年

度に比べ 78億 9,346万 5千円減少したことにより、分子を構成する

将来負担額が 93億 3,488万 3千円減少したこと、及び将来負担額か

ら控除される充当可能基金が、前年度に比べ 17億 650万 7千円増加

したこと、並びに分母を構成する標準財政規模が、前年度に比べ

28億 5,333万 3千円増加したことによるものである。  

 

 

 

将来負担額の内訳  （単位：千円 ) 

区       分  7 年  度  6 年  度  比較増減  

一 般 会 計 等 の 地 方 債 現 在 高  168,319,616 176,213,081 △  7,893,465 

債務負担行為に基づく支出予定額  
（建物の建設費等への支払に該当するもののみ） 

―  ―  ―  

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額  11,165,101 12,747,136 △  1,582,035 

職員に対する退職手当支給予定額
の う ち 一 般 会 計 の 負 担 見 込 額  

17,341,436 17,200,819 140,617 

合       計  196,826,153 206,161,036 △  9,334,883 

 （ 単 位 ： 千円 ）  

 
                                      地 方 債 現在 高 等 に  
                                      係る基準財政需要額 
                  将 来 負 担額    充 当可 能 基 金   特 定 財 源見 込額  算 入 見 込額  

将 来 負 担 比 率    196,826,153 －  （ 17,101,754 ＋  26,056,336 ＋  106,159,5 96）  
       60.7％   ＝  ────────────────────────────────────────── × 100 
                     87,277,669   －    9,073,704 
                           標 準 財政 規 模      元利 償 還金 ・ 準 元 利                

償 還 金 に 係 る基 準                 
財 政 需 要 額  
 

（注） 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額とは、事業を行うために地方債を発行して財源調達した 
場合に、その償還額の全部又は一部が基準財政需要額（標準的な行政サービスに必要と考えられる額）に算 
入され、地方交付税に算入されると見込まれる額である。 
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充当可能財源等の内訳   （単位：千円 ) 

区       分  7 年  度  6 年  度  比較増減  

充 当 可 能 基 金  17,101,754 15,395,247 1,706,507 

特 定 財 源 見 込 額  26,056,336 27,007,718 △  951,382 

基準財政需要額算入見込額  106,159,596 109,485,641 △  3,326,045 

合       計  149,317,686 151,888,606 △  2,570,920 

 

２  資金不足比率  
    

（単位：％）  

会 計 区 分 7 年  度  6 年  度  経営健全化基準  

法

適

用  

⑴水 道 事 業 会 計 ―  ―  

20.0  ⑵下水道事業会計 ―  ―  

⑶病 院 事 業 会 計 ―  ―  

(注 ) 資金不足比率を「－」と記載しているのは、資金不足額がないことを示す。 

 

資金不足比率は、公営企業会計ごとに算定した資金不足額の、事業

規模に対する比率であり、営業収益に相当する収入を事業規模として

いることから、この比率が高いほど事業収入で資金不足を解消するこ

とが困難であることを示している。  

本年度の水道事業会計、下水道事業会計及び病院事業会計において  

資金不足額がないことから、いずれも資金不足比率は算定されない。 

 

  ⑴  水 道 事 業 会 計   

                  

                  (2,484,670 － 973,883  －      0 ) 
 

－ (9,631,258 －  0    )  －     0  

（算定されず）＝                              × 1 0 0  

                      6 ,664,680   －    0   

解消可能資金不足額 流動資産 
資金不足比率 

流動負債 

受託工事収益の額 営業収益の額 

控除財源 

控除未払金等 控除企業債等 
（ 単 位 ： 千 円） 
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⑵  下 水 道 事 業 会 計   

                  

                  (3,282,701 － 2,742,682  －  0 ) 
 

－ (1,760,083   －  9,000    )  －     0  

（算定されず）＝                                   × 1 0 0  
                        5 ,296,180   －    0  

 

 

⑶  病 院 事 業 会 計  

                  

                    (287,520 － 179,599    －   0 ) 
 

－ (140,385  －  0    )   －      0  

（算定されず）＝                                 × 1 0 0  
                        1 3 ,303,298  －    0  

 

 

（注）1  資金不足額＝（流動負債－控除企業債等－控除未払金等）－（流動資産－控除財源） 
－解消可能資金不足額 

2  事業規模＝営業収益の額－受託工事収益の額 

  

（ 単 位 ： 千 円） 

（ 単 位 ： 千 円） 

解消可能資金不足額 流動資産 

資金不足比率 

流動負債 

受託工事収益の額 営業収益の額 

控除財源 

控除未払金等 控除企業債等 

解消可能資金不足額 流動資産 

資金不足比率 

流動負債 

受託工事収益の額 営業収益の額 

控除財源 

控除未払金等 控除企業債等 
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３  むすび  

 

健全化判断比率である実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債費比率（ 3か年平均）及び将来負担比率並びに資金不足比率の各比

率において、国の基準を超えている比率はなかった。  

本年度の将来負担比率については、主に一般会計等の地方債現在

高が、前年度に比べ約 79億円減少したことに加え、奈良市財政調整

基金について、取崩しを行うことなく積み立てられたことなどによ

り充当可能基金が約 17億円増加し、前年度の 72.1％から 60.7％へ

11.4ポイント減と大幅な改善が見られた。また、本比率はピーク時

であった平成 20年度の 226.9％から毎年着実に減少してきている。

このことは、投資的事業において、国費等財源の確保を図ることに

より市債の借入額を抑えるとともに、交付税措置のある市債を借り

入れることにより市の負担軽減に努めてきたこと、及び適切な基金

管理の成果として評価できるところである。  

また、本年度の実質公債費比率は単年度指数で微増となり、現在

継続して実施されている環境清美工場大規模改修工事をはじめ、今

後においても新クリーンセンター建設、（仮称）奈良市文化財セン

ター建設等の大規模事業、老朽化施設の更新事業も予定されている

ことから、市債発行額の増加が見込まれるところである。  

そのため、元利償還に対し地方交付税が措置される市債の有効活

用を図るなど、将来を十分に見据えた健全な財政運営に努められる

よう要望する。  


